
概要概要

令和 4年度

当初予算
町の令和４年度予算の
概要を説明します。

一般会計 歳  入一般会計 歳  出

依存財源
59億615万円

46%

問  財務課財政係　☎767-2116

会計名 予算額 前年度比
 特別会計
国民健康保険特別会計 32億2,576万円 8.8%
介護保険特別会計 23億3,553万円 1.8%
後期高齢者医療特別会計 3億4,131万円 8.1%
町営墓地特別会計 1,098万円 △ 0.1%
 公営企業会計

水 道 事 業 会 計
収益的 収入 10億6,973万円 0.3%

支出 9億8,197万円 4.8%

資本的 収入 1億3,550万円 35.0%
支出 4億5,350万円 △ 6.6%

下水 道 事 業 会 計
収益的 収入 13億4,915万円 8.3%

支出 13億3,177万円 8.3%

資本的 収入 3億6,553万円 △ 38.6%
支出 5億2,217万円 △ 25.8%

特別会計、公営企業会計 一般会計当初予算の推移
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　当
初
予
算
の
基
本
的
な
考
え
方

　
令
和
４
年
度
当
初
予
算
は
、施
政
方
針
に

掲
げ
る
と
お
り
、前
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た

新
総
合
計
画
の
実
現
に
向
け
た
事
業
を
中
心
に

予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。ま
た
、未
だ
収
束
の

兆
し
が
見
え
な
い
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
拡
大
防
止
対
策
の
取
組
み
を
最
優
先
と

し
て
、各
事
業
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　
主
な
事
業
と
し
て
は
、新
た
に
新
生
児
1
人

当
た
り
3
万
円
の
育
児
支
援
金
を
給
付
す
る
事
業

や
、新
生
児
聴
覚
検
査
の
助
成
事
業
な
ど
さ
ら

な
る
子
育
て
支
援
の
充
実
を
図
る
ほ
か
、老
朽
化

が
著
し
い
公
共
施
設
等
の
長
寿
命
化
対
策
事
業
や
、

交
通
渋
滞
対
策
と
し
て
新
設
道
路
の
整
備
事
業

な
ど
に
取
り
組
み
ま
す
。令
和
４
年
度
に
お
い

て
は
、ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
、ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を

見
据
え
な
が
ら
、町
民
の
皆
様
一
人
ひ
と
り
が

幸
せ
と
ゆ
た
か
さ
を
実
感
い
た
だ
け
る
将
来
へ

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
諸
施
策
に

予
算
の
重
点
配
分
を
行
い
ま
し
た
。

 
　当
初
予
算
の
概
要

　
令
和
4
年
度
の
予
算
総
額
は
、１
２
９
億
円

で
前
年
度
と
比
べ
て
7
億
3
、0
0
0
万
円
、

6・0
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
な
お
、町
が
自
主
的
に
調
達
で
き
る
自
主
財

源
に
つ
い
て
は
、前
年
度
と
比
べ
て
、5・7
％
の

増
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。主
な
要
因
と
し
て
は
、

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
の
増
や
、商
業
施
設
の

増
加
等
に
よ
る
町
税
収
入
の
増
に
よ
る
も
の

で
す
。

自主財源

依存財源

歳 出
129億円

歳 出
129億円

歳 入
129億円

依存財源
59億615万円
45.8%

自主財源
69億9,385万円

54.2%

町税
46億6,492万円

36.2%

繰入金
12億5,889万円

9.7%

諸収入
4億2,399万円

3.3%使用料・手数料など
2億9,605万円

2.3%

寄付金
3億5,000万円

2.7%

国庫支出金
20億2,409万円

15.7%

町債
9億5,570万円

7.4%

地方交付税
9億5,500万円

7.4%

県支出金
9億9,726万円

7.7%

地方消費税交付金など
9億7,410万円

7.6%

民生費
47億5,648万円

36.9%

扶助費
31億1,282万円

24.1%

物件費
28億9,897万円

22.5%
人件費

19億9,313万円
15.4%普通建設事業費

7億5,944万円
5.9%

補助費等
13億1,792万円

10.2%

公債費
11億1,935万円

8.7%

繰出金
8億4,620万円

6.6% その他
8億5,217万円

6.6%

総務費
16億2,755万円

12.6%

教育費
15億9,482万円

12.4%

公債費
11億1,935万円

8.7%

衛生費
9 億9,901万円

7.7%

土木費
12億8,323万円

9.9%

消防費
5億3,465万円

4.1%

商工費
5億6,521万円

4.4%

その他
4億1,970万円
3.3%

一般会計  性質別に見た歳出の状況

物件費
人件費、維持補修費、扶助
費、補助費等以外の消費的
性質の経費の総称

人件費
議員報酬や町職員等の給与
等の経費

補助費
一部事務組合や町内の団体
等に補助する経費

扶助費
社会・児童・老人福祉法等に
基づき、被扶助者に対して、生活
を支援するために支出する経費

公債費
町が借り入れた地方債の返済
に要する経費

繰出金
一般会計から特別・企業会計 
に支出される経費

普通建設事業費
道路や公共施設の新設・改修などの建設事業に要する投資
的経費 

357,618円

【歳出科目別】

（歳出総額÷人口）
※令和4年2月28日現在人口　36,072人

町民１人あたりの行政経費

合計

民生費 総務費

教育費 公債費

衛生費 土木費

消防費 商工費

その他

131,861円 45,119 円

44,212 円 31,031円

27,695円 35,574 円

14,822 円 15,669 円

11,635円

学校教育、社会教育、体育
施設の維持管理など

町の借金の返済費

児童、高齢者、障害
者の福祉など

課税徴収、防災、戸籍
事務など

環境保全、ごみの処
理など

道路、公園などの整
備や維持管理など

風水害・地震・津波を
含む災害予防など

商工、観光の振興など

・議会費
・労働費
・災害復旧費
・農林水産業費
・予備費

…町税や施設使用料など、町が自主的に調達できる財源

…国や県の基準により決定され、交付される財源
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